
 

６ ス 庁 第 257 号 

令和６年４月 30 日 

 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長 

各 指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長 

各 都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長 

附属学校を置く各国立大学法人学長   殿 

各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 長   

独立行政法人国立高等専門学校機構理事長 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を 

受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 長  

 

 

                                      スポーツ庁次長 
                               茂 里  毅 
 
 
                                         

 

水泳等の事故防止について（通知） 

 

 

 標記については、例年関係方面の御協力をいただいているところでありますが、海や河川に

おける水難事故及びプールでの水泳事故等により依然として多くの犠牲者が出ております（別

添１、２参照）。 

 ついては、今夏における水泳等の事故防止のため、関係機関・団体と密接な協力の下、下記

事項及び「プールの安全標準指針」（平成 19年３月文部科学省・国土交通省策定）（別添３）

を参考として、地域の実情に即した適切な措置を徹底するとともに、衛生管理についても十分

御配意願います。 

 また、プールの利用が増加する夏季を前に、所管のプールの施設・設備について、安全点検

及び確認を徹底していただきますようお願いします。仮に、施設・設備に不備があることが判

明した場合には、安全確保のための措置が講じられるまでの間は、当該プールの使用を中止す

るようお願いします。 

 これらの事故防止のための安全確保が図られるよう、都道府県・指定都市及び都道府県教育

委員会におかれては、関連する部局・課に周知の上、必要に応じて連携するとともに、都道府

県及び都道府県教育委員会におかれては、市区町村及び市区町村教育委員会に通知する際に、

市区町村の関連各課にも周知を徹底するよう御配意願います。 

 なお、学校における対応については、上記対応に併せて、別紙「学校における児童生徒等に

対する水泳指導等について」にも留意願います。このことについて、都道府県・指定都市教育

委員会教育長におかれては、所管の学校及び市区町村教育委員会に対して、都道府県知事にお

かれては、所轄の学校法人及び学校設置会社に対して、株式会社立学校を認定した地方公共団

体の長におかれては、認可した学校に対して周知されるようお取り計らい願います。 

 

 



 

 

    記 

 

１．プールの施設面、管理・運営面について 

（１）プールの利用期間前に、排（環）水口の蓋の設置の有無を確認し、蓋がない場合及び固定されて

いない場合は、早急にネジ・ボルト等で固定するなどの改善を図るほか、排（環）水口の吸い込み

防止金具についても丈夫な格子金具とするなどの措置をし、いたずらなどで簡単に取り外しができ

ない構造とすること。また、屋内プールにあっては、吊り天井の脱落防止のための点検を行う等の

安全対策を講ずること。 

 

（２）プールを安全に利用できるよう、救命具の設置や、プールサイド等での事故防止対策を行うとと

もに、適切かつ円滑な安全管理を行うための管理体制を整えること。 

   監視員については、プール全体がくまなく監視できるよう十分な数を配置し、救護員についても、

緊急時に速やかな対応が可能となる数を確保すること。 

  【参考】スポーツ庁「学校における水泳事故防止必携［2018年改訂版］」 

      https://www.jpnsport.go.jp/anzen/Portals/0/anzen/anzen_school/suiei2018/suiei2018_0.pdf 

      消費者庁「幼稚園等のプール活動・水遊びでの溺れ事故を防ぐために」 

      https://www.caa.go.jp/policies/council/csic/teaching_material/ 

 

（３）プール施設の管理は利用者の命を守る重要な任務であることを踏まえ、安全管理に携わる全ての

従事者に対し、プールの構造設備及び維持管理、事故防止対策、事故発生等緊急時の措置と救護等

に関し、就業前に十分な教育及び訓練を行うこと。 

   また、使用期間中に新たに雇用した従事者に対しても、就業前に同様の教育、訓練を行うこと。 

 

２．その他の留意事項について 

（１）集団で水泳を行う場合には、引率者や指導者の責任分担を明確にして、指導・監督が周知される

ようにすること。また、班の編成に当たっては、引率者の指導・監督が全員に行き届く程度の人数

に編成すること。 

 

（２）海、河川、用水路、湖沼池、プールなどの水難事故発生のおそれのある場所については、必要

に応じて防護柵、蓋、危険表示の掲示板や標識の整備、監視員の配備、巡回指導の周知など、市

町村、警察署、消防署、海上保安部署、保健所等との協力により点検等を行い、事故防止のため

万全の安全確保措置を講ずること。 

   なお、幼児の水難事故も多く発生しているので、前記の事故防止措置については、幼児の行動に

も配慮した万全のものとするとともに、保護者が監督を怠ることがないように、広報等によってこ

の趣旨の周知を図ること。 

  【参考】海上保安庁「ウォーターセーフティガイド」 

   https://www6.kaiho.mlit.go.jp/watersafety/ 

公益財団法人Ｂ＆Ｇ財団「水辺の安全学習アプリ」 

https://mizube-anzen.jp/ 

 

 

 



 

 

 

（３）水泳場を利用する場合、その選定に当たっては、保健所その他の関係諸機関の協力を得て、農薬、

油、工場廃液、その他浮遊物等による水の汚染状況、水底の状態、潮流などを必ず事前に調査して

適切な場所を選定すること。また、水泳区域標識、監視所、救命用具など事故防止のための施設・

設備等を確認するとともに、救急体制を確立するよう配慮すること。 

 

 

 

スポーツ庁                     電話：03－5253－4111（代表） 

 

 健康スポーツ課 

 

 

［学校体育担当］ 

 政策課企画調整室 

 

 

［学校運動部活動担当］ 

 地域スポーツ課 

 

  

［学校プール施設・社会体育施設担当］ 

 参事官（地域振興担当）付 

 

 

 担当：藤谷、富澤

    

 

 担当：岸、児玉  

  

 

 

担当：行武 

 

 

 

担当：福田、泉  

（内線：2998） 

kensport@mext.go.jp 

 

（内線：2674） 

skikaku@mext.go.jp 

 

 

（内線：3953） 

tiikisport@mext.go.jp 

 

 

（内線：3773） 

stiiki@mext.go.jp 

 

 



（電子メール施行） 

 保 体 号 外 

                                                   令和６年５月７日 

 

 

  各市町村教育委員会学校体育主管課長 殿 

 

 

宮城県教育庁保健体育安全課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

水泳等の事故防止について（通知） 

 

 本県の教育行政につきましては、日頃格別の御協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

  さて、標記の件について、別添のとおりスポーツ庁次長から通知がありましたので、貴教育委

員会所管の学校（石巻市は市立高等学校も含む）に周知願います。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
担当：学校体育班 高橋 

   学校安全・防災班 岩﨑 

TEL  022-211-3667（学校体育班） 

   022-211-3669（学校安全・防災班） 

FAX 022-211-3796 


